
一般競争入札公告

閉開栓及び徴収等業務委託について、次のとおり一般競争入札を行いますので、地

方自治法施行令第１６７条の６の規定により公告します。

令和８年５月１日

第１ 競争入札に付する事項

（１）事業番号：第 － 号

（２）事 業 名：閉開栓及び徴収等業務委託

（４）契約期間：契約日から令和１１年６月３０日まで

履行期間：令和８年７月１日から令和１１年６月３０日まで

（５）この契約は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 234 条の 3 に基づく

長期継続契約です。翌年度以降において、当該契約に係る予算の減額又は削除

があった場合は、当該契約を解除することがあります。

（６）仕 様 等：（詳細は別紙仕様書等を参照）

（７）入札方法：条件付一般競争入札（事後審査型）

（８）予定価格（消費税及び地方消費税を除く。） ２，２０５，０００円/月

（９）最低制限価格（消費税及び地方消費税を除く。） － 円/月

（１０）落札者の決定 予定価格（及び最低制限価格がある場合はその価格）の制限の

範囲以内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札候補者とし、開札後、

落札候補者の入札参加資格の有無を確認し、落札者を決定します。なお、落札候

補者となるべき同価格の入札者が２人以上ある場合は、「くじ」で決定します。

第２ 競争入札に参加する者に必要な資格

提出した者のうち、希望営業種目がQ-１-⑮ （役務の提供-建物管理ｰ上下水道

施設保守）の届け出を行っている者であって、次に掲げる要件を全て満たす者

のみが参加することができます。

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当し

ない者であること。

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号。）第１７条の規定による更生手続開始

の申立てをしていない者又は申立てをされていない者であること。ただし、同法

に基づく更生手続き開始の決定を受けた者については、更生手続開始の申立てを

しなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。



（３）事故発生時、緊急対応が必要な場合に対応可能な体制が整備されていること。

（４）

の契約に係る指名停止措置要領に基づく指名停止期間中でないこと。また、一般

競争入札参加申請書の提出期限から入札執行の日までの期間に同要領に基づく

指名停止を受けていないこと。

（５） （ ）別

表に掲げる措置要件の１から５までのいずれかに該当する者でないこと。

（６）給水人口 3万人以上の水道事業体において、過去 5年以内に同種事業の契約

実績を有している者であること。

（７）履行開始までに必要な業務従事者を確保し、現行委託業者から業務引継を受け

た上で、本業務を誠実に履行できる者であること。

（８）奈良県内に本店、支店又は営業所を有する者であること。なお、「本店、支店又

は営業所を有する者」は、競争入札参加表明書の提出日において契約締結に関す

る権限が委任され、かつ、葛城市に届け出ていることが必要である。

第３ 一般競争入札参加表明書の提出

下記により「一般競争入札参加表明書」を提出してください。

（１）提出期限：令和８年５月１３日(水) 午後３時００分まで

（３）提出部数：１部

（４）提出方法：持参又は郵送（郵送の場合は、提出期限までに必着）

第４ 入札及び開札（郵便入札による）

下記により「入札書」を郵送してください。

（１）到着期限：令和８年５月２０日(水) 午後３時００分まで

（２）郵送先 ：〒６３５－８７９９

（３）開札日時：令和８年５月２１日(木) 午後２時１０分

第５ 競争入札参加資格の確認

落札候補者は、下記により必要書類を提出してください。

（１）提出期限：令和８年５月２５日(月) 午後３時００分まで

（３）提出部数：各１部

（４）提出方法：持参

第６ その他
契約書の作成等を要します。



、落札決定後速やかに契

約を締結します。ただし、落札（候補者）者が契約締結までの間に、入札参加

、契約を締結しません。

なお、本市では書面での契約に代えて電子契約サービスを利用して電磁的記録

での契約も可能ですので、電子契約を希望される場合は電子契約利用申出書を

提出してください。

第７ 問い合わせ先

〒６３９－２１５５

ＴＥＬ：０７４５－４８－４７０７ ＦＡＸ：０７４５－４８－２８１０



入札説明書

閉開栓及び徴収等業務委託にかかる公告に基づく一般競争入札については、関係法

令に定めるもののほか、この入札説明書によるものとします。入札に参加する者は、

下記の事項を熟知のうえ、入札に参加しなければなりません。

１．公告日 令和８年５月１日

３．競争入札に付する事項

（１）事業番号：第 － 号

（２）事 業 名：閉開栓及び徴収等業務委託

（４）契約期間：契約日から令和１１年６月３０日まで

履行期間：令和８年７月１日から令和１１年６月３０日まで

（５）仕 様 等：（詳細は別紙仕様書等を参照）

（６）入札方法：条件付一般競争入札（事後審査型）

４．一般競争入札参加表明書の提出

（１）提出期限：令和８年５月１３日(水) 午後３時００分まで

（土日祝日を除く、毎日午前９時から午後５時まで）

（３）提出部数：１部

（４）提出方法：持参又は郵送（郵送の場合は提出期限までに必着）

５．仕様書等に関する質問等

（１）質問期限：令和８年５月１３日(水) 午後３時００分まで

（２）質問方法：事前に電話連絡の上、ＦＡＸによる

（４）回答予定：令和８年５月１５日(金) 午後５時００分

「

６．入札執行の日時及び場所

本入札は、郵便入札により執行しますので、別紙「郵便入札の手引」を参照して

ください。

（１）到着期限：令和８年５月２０日(水) 午後３時００分まで

（２）郵送先 ：〒６３５－８７９９

（３）開札日時：令和８年５月２１日(木) 午後２時１０分



（５）開札は、１業者につき１名の立会が可能です。開札の立ち合いを希望する場合

は、開札日の前日までに立会を希望する旨を連絡の上、「郵便入札立会届兼委

任状」を持参してください。

７．入札の方法等

（１）本入札は郵便入札により実施しますので、別紙「郵便入札の手引」等により入

札書等を作成のうえ、郵送してください。

（２）入札者は、その提出した入札書を引き換え、変更し、又は取り消すことはでき

ません。

（３）入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した

金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数の金額を切り捨てた

金額）をもって落札金額としますので、入札者は消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか否かを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１０

０に相当する金額を入札書に記載してください。

（４）入札執行回数は、１回とします。

（５）入札参加者は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、地方自治法施行令、

城市契約規則（ ）その他関係法令等を遵守して

ください。

８．競争入札参加資格の確認等

（１）落札候補者となった者は、競争入札参加資格の確認を実施しますので、競争入

札参加資格確認申請書及び競争入札参加資格確認資料を提出してください。

ア 提出期限：令和８年５月２５日(月) 午後３時００分まで

※期限までに提出されない場合は失格となります。

※次順位者が落札候補者となった場合の提出期限は、別途指示します。

ウ 提出部数：各１部

エ 提出方法：持参により提出してください。

（２）競争入札参加資格確認申請書（様式１）を作成してください。

（３）競争入札参加資格確認資料を次の事項に従い作成してください。

ア 同種事業の契約実績に関する書面（様式２）

一般競争入札公告第２（６）に掲げる実績があることを判断できる業務の契

約実績を記載してください。その他様式２に指定する必要な書類を添付して

ください。

イ 法令遵守の誓約

誓約書兼同意書（様式３）を提出してください。

ウ 電子契約による契約手続きを希望される場合は、電子契約利用申出書（様

式４）を提出してください。



（４）競争入札参加資格確認申請書及び競争入札参加資格確認資料（以下「申請書等」

という。）の作成に関する説明会は実施しません。

（５）その他

ア 申請書等の作成及び提出にかかる経費は、提出者の負担とします。

イ 提出された申請書等を競争入札参加資格の確認以外には、提出者に無断で使

用しません。

ウ 提出された申請書等は返却しません。

エ 提出期限の日以降における申請書等書類の差し替え及び再提出は認めませ

ん。

９．入札の無効

この競争入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、

得に示した条件又は入札に関する条件に違反した者の入札は、無効とします。

また、無効の入札を行った者を落札者としていた場合には、落札決定を取り消

します。

１０．落札者の決定方法

予定価格の範囲以内で最低の価格（及び最低制限価格がある場合はその価格）

をもって有効な入札を行った者から順番に落札候補者とします。

落札候補者となるべき同価格の入札者が２人以上ある場合は、「くじ」により

競争入札参加資格の確認を行う順位（契約優先順位）を決定します。ただし、「く

じ」を辞退することはできません。

「くじ」は入札書に記載された「くじ番号」及び入札書郵送時に郵便局より貼

付された「書留お問い合わせ番号」により決定します。詳しくは別紙「郵便入札

の手引」を参照してください。

開札後、落札者の決定については一時保留し、落札候補者に対し競争入札参加

資格の確認を行った上で落札者を決定します。落札者の決定後、入札参加者に対

し入札結果を通知します。

また、最低の価格をもって有効な入札を行った者であっても、競争入札参加資

格の確認の結果によっては、落札者とならない場合があります。この場合、落札

候補者の次順位者に対し競争入札参加資格の確認を行い、落札者が決定するまで

順次調査を実施します。

１１．入札保証金及び契約保証金

（１）入札保証金 免除

（２）契約保証金 有



１２．入札金額内訳書の提出

（１）入札に際し、必要に応じて、入札書に記載される入札金額に対応した入札金額

内訳書の記載または作成を求めます。

（２）入札金額内訳書は、仕様書と同項目又は指示した全項目について、金額等を明

らかにし、記名押印が必要です。

（３）入札金額内訳書は、参考として提出を求めるもので、契約上の権利義務を生じ

させるものではありませんが、次に掲げる場合に該当する入札書は、無効となり

ます。

ア 「入札金額内訳書」欄の記載がない場合又は指示された項目を満たしていな

い場合

イ 「入札金額」と「入札金額内訳書」欄に記載された合計金額が一致しない場

合

ウ 「入札金額内訳書」欄の各項目の金額と合計金額が一致しない場合

エ その他記載内容に不備がある場合

１３．その他

（１）契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限り

ます。

（２）契約書の作成等

要します。 、落札決定後

速やかに契約を締結します。ただし、落札（候補）者が契約締結までの間に、

、契約を締結し

ません。なお、本市では書面での契約に代えて電子契約サービスを利用して電

磁的記録での契約も可能ですので、電子契約を希望される場合は電子契約利用

申出書を提出してください。

（３）予定価格及び最低制限価格

予定価格（消費税及び地方消費税を除く。） ２，２０５，０００円/月

最低制限価格（消費税及び地方消費税を除く。） － 円/月

（４）支払条件

前金払 無

中間前金払又は部分払 無

（５）申請書等に虚偽の記載をした場合においては、

く指名停止措置を行うことがあります。

（６）入札説明書を入手した者は、これを本入札手続き以外の目的で使用してはなり

ません。



１４．問い合わせ先

〒６３９－２１５５

ＴＥＬ：０７４５－４８－４７０７ ＦＡＸ：０７４５－４８－２８１０

別表（第３条、第４条関係）

（措置要件）

１ 役員等が暴力団員であるとき。

２ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与しているとき。

３ 役員等が、その属する法人若しくは法人格を持たない団体、自己若しくは第三

者の不正な利益を図る目的で、又は第三者に損害を加える目的で、暴力団又は暴

力団員を利用しているとき。

４ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する

等直接的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していると

き。

５ 上記３及び４に掲げる場合のほか、役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に

非難されるべき関係を有しているとき。



一般競争入札参加表明書

令和 年 月 日

住所又は所在地

商号又は名称

代表者職氏名 印

連絡先電話番号

連絡先 FAX 番号

公告のありました下記業務の一般競争入札に参加したいので表明します。

記

公 告 日 令和 ８年 ５月 １日

業務番号 第 ー 号

業務名等 閉開栓及び徴収等業務委託



（様式１）

競争入札参加資格確認申請書

令和 年 月 日

住 所

商号又は名称

代 表 者 名 印

電 話 番 号

ＦＡＸ番号

令和８年５月１日付けで公告のありました、閉開栓及び徴収等業務委託に係る競争入

札に参加する資格について、確認されたく下記の書類を添えて申請します。

なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約する

とともに、契約締結後において、確認申請書及び添付資料の記載内容に疑義が生じ、

同書類では参加資格を有していることが確認できないと判明した場合には、契約を解

除され、違約金の請求を受けても異議を申し立てません。

【添付書類】

１．同種事業の契約実績に関する書面（様式２）

２．誓約書兼同意書（様式３）

３．電子契約を希望される場合は、電子契約利用申出書（様式４）を提出してくだ

さい。



（様式２）

同種事業の契約実績に関する書面

商号又は名称：

※契約を証する書類として契約書の写し（仕様書等業務内容が確認できる部分を含

む。）を添付してください。

契約の相手方 契約金額 契約年月日 契約の内容

円

円

円

円

円



（様式３）

誓約書兼同意書

閉開栓及び徴収等業務委託にかかる公告に基づく一般競争入札の実施にあたり、次

の事項について誓約します。

１．入札公告、入札説明書に定める要件をすべて満たしていること。

２．申請書等の内容を審査するに当たり、調査等が必要なときは協力すること。

３．建設業法、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律その他の関係法令を

遵守すること。

４． 、暴力団又は暴力団員から不当な介入を受けた

ときは、速やかに警察に届け出るとともにその旨市に報告すること。

５．入札説明書４．に該当する事由の有無の確認のため、役員名簿等の提出を求めら

れたときは速やかに提出すること。

また、誓約内容確認のため、 、関係官庁及び税務関係当局に調

査及び照会することに同意いたします。

令和 年 月 日

所 在 地

商号又は名称

代 表 者 名 実印



（様式４）

令和 年 月 日

城市長 阿古和彦 様

所在地又は住所

商号又は名称

代表者職氏名 印

電子契約利用申出書

城市と電子契約サービスを利用して、下記案件につき、契約を締結することに同意します。

※メールアドレスに変更があった場合は、速やかに、変更後のメールアドレスを報告してく

ださい。

※建設工事請負契約においては、次の条件に基づき、建設業法第１９条第１項及び第２項の

規定による書面の交付に代えて電磁的措置を講ずる方法により実施することについて相互

に承諾するものとします。なお、本承諾後であっても、電磁的措置を講ずる方法により実

施することを撤回する旨の申出があった場合、申出以降の建設工事の請負契約については

書面を交付することとします。

①電磁的措置の種類 コンピュータ・ネットワーク利用の措置

②電磁的措置の内容、ファイルへの記録の方式 電子契約サービスを通じて、送信者が

PDFファイル形式の書類をアップロードし、契約当事者が同意することにより、電子認証

局サービスが提供する電子証明書を利用した電子署名を付加し、電子メール、サーバー

上からダウンロード等により記録する方法等

※電子契約利用申出書の提出については以下通りです。

案件名

電子契約締結メールアドレス

事務担当部署名

役職・氏名

電話番号

事務担当メールアドレス （電子契約締結メールアドレスと異なる場合に記入）

一般競争入札 指名競争入札 左記以外

提出先 水道課 水道課 水道課

提出日 事後審査時 落札後速やかに 水道課と協議による

提出方法 紙もしくはメール（PDF）による


